
自治体の行政活動と財務書類 財務書類の作成対象範囲

歳入・歳出決算と財務書類の関係【背景・目的】
◎ 地方公共団体の財政状況が厳しさを増す中で、財政の透明性をさらに高め、住民や議会
等に対する説明責任をより適切に果たすことが期待。
◎ 財政の効率化・適正化の推進や地方公共団体間の比較可能性を高めるため、総務省は平
成29年度までに全ての地方公共団体において「統一的な基準による財務書類」を整備し、
積極的に活用することを要請。

【効果】
◎ 発生主義の導入により、現金主義では見えにくい「減価償却費」や「退職手当引当金」
等の支出を伴わないコストを把握することが可能。
◎ 複式簿記の導入により、取引を原因と結果という２つの側面から処理することで、ス
トック情報とフロー情報の両面を把握することが可能。
◎ 関連団体の財務書類を連結することで、将来地方公共団体が負担する可能性のある債務
を把握することが可能。
◎ 固定資産台帳の整備等により、公共施設マネジメント等への活用が可能。
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【対応】
◎ 松戸市では、平成28年度決算より、総務省からの要請に基づき、従前の「基準モデルに
よる財務書類」から「統一的な基準による財務書類」に作成方法を変更・公表。
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貸借対照表（令和５年3月31日現在）

純資産変動計算書（令和４年4月1日～令和５年3月31日）

行政コスト計算書（令和４年4月1日～令和５年3月31日）

資金収支計算書（令和４年4月1日～令和５年3月31日）

決算時点において市が保有する全ての「資産」と「負債」をまと
めたストックの財政状態を表した財務書類

貸借対照表の純資産の部の1年間の変動要因を表した財務書類

1年間に提供した行政サービスのうち、資産形成につながらない
人的サービスや給付サービス等の費用を表した財務書類

1年間の行政活動に伴う現金等の資金の流れを性質の異なる３つ
の区分に分けて表した財務書類

一般会計等
ベースの資産合
計は8,333億円、
負債合計は
1,467億円、
純資産合計は
6,866億円です。
（資産）今年度
から稼働したリ
サイクルセン
ターや道路橋の
補修、公営企業
への出資により
増加。
（負債）事業実
施に伴う地方債
の償還、歳計外
現金の減少によ
り減少。

一般会計等
ベースでの本年
度純資産変動額
は43億円とな
り、本年末純資
産残高は6,866
億円となります。

一般会計等
ベースでの純行
政コストは
1,590億円です。

経常費用のう
ち、補助金や社
会保障給付等の
移転費用が約5
割を占めていま
す。

一般会計等
ベースでは、経
常的な行政活動
において発生し
た業務活動収支
が投資活動収支
を上回りました
が 、財務活動収
支を合わせた本
年度資金収支額
は△2億円とな
ります。

歳計外現金を
加えた本年度末
現金預金残高は、
107億円です。

また、基礎的
財政収支△3.4
億円となります。

（注）計数は、億円未満を四捨五入しているため合計において一致しない場合がある。
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（単位：億円）

全体 連結
経常費用 （A） 1,677 3,097 3,543

業務費用 840 1,530 1,545

人件費 291 438 448

物件費等 518 785 783

その他の業務費用 31 307 314

移転費用 837 1,567 1,998

補助金等 218 1,070 1,501

社会保障給付 496 496 496

他会計への繰出金 123 - -

その他 0 0 0

経常収益 （B） 87 683 683

純経常行政コスト (C)=(A)-(B 1,590 2,414 2,860

臨時損失 （D） 0 1 1

臨時利益 （E） 1 2 2

純行政コスト (F)=©+(D)-(E) 1,590 2,412 2,858

科　　　　　目 一般会計等

(単位：億円）

前年度末純資産残高 6,822 7,136 7,186

純行政コスト（▲） ▲1,590 ▲2,412 ▲2,858

財源 1,625 2,441 2,884

税収等 1,003 1,351 1,689

国県等補助金 622 1,090 1,195

本年度差額 35 28 25

無償所管換等 8 21 21

- - 0

その他 0 0 0

本年度純資産変動額 43 49 46

本年度末純資産残高 6,866 7,186 7,233

比例連結割合変更に伴う差額

連結全体科　　目 一般会計等

（単位：億円）
全体

【業務活動収支】 （A） 100 158

業務支出 人件費、物件費、移転費用等 1,593 2,919

業務収入 税収、国県等補助金収入 1,693 3,076

臨時収支 災害復旧事業費等 - 2

【投資活動収支】 （B） ▲84 ▲106

投資活動支出 公共施設等整備費、基金積立金等 133 179

投資活動収入 国県等補助金収入、資産売却収入 49 73

【基礎的財政収支】（A)+支払利息+（B(基金除き）） ▲3 45

【財務活動収支】 （C） ▲18 ▲41

財務活動支出 地方債償還支出等 133 185

財務活動収入 地方債発行収入等 115 144

本年度資金収支額　（D）　＝（A）＋（B）＋（C） ▲2 11

前年度末資金残高　（E） 98 241

比例連結割合変更に伴う差額（F） - -

本年度末資金残高　（Ｇ）　＝（D）＋（E）＋（Ｆ） 96 252

本年度末歳計外現金残高　（Ｈ） 11 11

本年度末現金預金残高　（Ｉ）　＝（G）＋（Ｈ） 107 264

科　　　　　目 一般会計等

（単位：億円）

【資産の部】
固定資産 8,088 9,593 9,641

有形固定資産 7,569 9,268 9,296

うち事業用資産 1,910 2,160 2,160

うちインフラ資産 5,632 7,019 7,040

無形固定資産 1 80 88

投資その他の資産 518 246 258

流動資産 245 503 517

うち現金預金 107 264 276

うち基金 130 163 163

8,333 10,096 10,159

【負債の部】
固定負債 1,307 2,663 2,675

流動負債 161 248 252

（地方債計） 1,250 1,933 1,940

1,467 2,911 2,926

【純資産の部】
6,866 7,186 7,233

8,333 10,096 10,159

純資産合計

資産合計

負債及び純資産合計

負債合計

科　　目 一般会計等 全体 連結
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